
オフロード建設機械の排出ガス検討会（第１回）

議事次第

15 11 14 15:00 17:00日時：平成 年 月 日（金） ～

場所：国土交通省４階特別会議室
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２．総合政策局長挨拶

３．委員の紹介

４．オフロード建設機械の排出ガス検討会について
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６．議 題
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第１回　オフロード建設機械の排出ガス検討会 出席者名簿

　　　　　　　　日時　：　平成１５年１１月１４日（金）１５：００～１７：００

　　　　　　　　会場　：　国土交通省（３号館）　４階特別会議室

■委員
所属 役職 氏名 備考

東京大学 名誉教授 井口雅一
早稲田大学理工学部 教授 永田勝也
早稲田大学理工学部 教授 大聖泰弘
日本大学生物資源科学部 教授 瀬尾康久
神奈川大学工学部 助教授 堀野定雄
(財)小林理学研究所 理事長 山下充康 欠席
(社)全国建設業協会 技術顧問 福成孝三
(社)日本建設業団体連合会 常務理事 西田壽起
(社)日本機械土工協会 会長 山崎善弘 代理：顧問　中島邦宣
(社)建築業協会 常務理事 外池久雄 代理：事業部長　市川智章
(社)全国クレーン建設業協会 会長 山﨑修英
(社)全国建設機械器具リース業協会 会長 荒井敏彦 欠席
(社)日本建設機械化協会 専務理事 岡崎治義
(社)日本基礎建設協会 専務理事 長嶋徹雄
(社)日本道路建設業協会 専務理事 宮地昭夫
(社)日本土木工業協会 常務理事 中村勉 欠席
(社)日本トンネル技術協会 技術部長 片岡邦昭

■事務局
所属 役職 氏名 備考

総合政策局 局長 澤井英一
総合政策局 審議官 糸川昌志
総合政策局 技術調査官 藤本貴也 欠席
総合政策局　建設施工企画課 課長 佐野正道
総合政策局　建設施工企画課 機械施工企画官 渡辺和弘
総合政策局　建設施工企画課 課長補佐 星隈順一

■オブザーバ
所属 役職 氏名 備考

(社)日本内燃力発電設備協会
(株)小松製作所
新キャタピラー三菱(株)
日立建機(株)
コベルコ建機(株)
経済産業省　製造産業局　産業機械課 欠席
農林水産省　生産局　農産振興課
環境省　環境管理局　総務課
総合政策局　環境・海洋課
総合政策局　国土環境・調整課
総合政策局　建設業課
自動車交通局　技術安全部　審査課
自動車交通局　技術安全部　環境課
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資料Ⅰ－１

オフロード建設機械の排出ガス検討会

委員名簿

井 口 雅 一 東京大学 名誉教授

永 田 勝 也 早稲田大学理工学部 教授

大 聖 泰 弘 早稲田大学理工学部 教授

瀬 尾 康 久 日本大学生物資源科学部 教授

堀 野 定 雄 神奈川大学工学部 助教授

山 下 充 康 (財)小林理学研究所 理事長

福 成 孝 三 (社)全国建設業協会 技術顧問

西 田 壽 起 (社)日本建設業団体連合会 常務理事

山 崎 善 弘 (社)日本機械土工協会 会長

外 池 久 雄 (社)建築業協会 常務理事

山 﨑 修 英 (社)全国クレーン建設業協会 会長

荒 井 敏 彦 (社)全国建設機械器具リース業協会 会長

岡 崎 治 義 (社)日本建設機械化協会 専務理事

長 嶋 徹 雄 (社)日本基礎建設協会 専務理事

宮 地 昭 夫 (社)日本道路建設業協会 専務理事

中 村 勉 (社)日本土木工業協会 常務理事

片 岡 邦 昭 (社)日本トンネル技術協会 技術部長

（敬称略）



資料Ⅰ－２

オフロード建設機械の排出ガス検討会について

１．設立趣旨

中央環境審議会の「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次

答申 （平成１５年６月３０日）では、公道を走行しない特殊自動車（オフロー）」

ド車）に対する排出ガス規制の導入について今後検討することが示された。これ

、 、 、を受け 国土交通省では オフロード建設機械の排出ガス対策のあり方について

関係各省と緊密に連携しつつ検討に着手したところである。

そこで、国土交通省では、総合政策局長の私的懇談会として「オフロード建設

機械の排出ガス検討会 （以下「検討会」という）を設置し、オフロード建設機械」

の排出ガスに関する技術的な課題について学識経験者や関係事業者の意見を聴取

するとともに、それらの意見を基に、オフロード建設機械の排出ガス対策のあり

方を整理し、今後の検討の参考として役立てるために開催するものである。

２．検討事項とスケジュール（案）

第１回（１１月１４日）

・オフロード建設機械の排出ガス対策の現状

・オフロード建設機械の排出ガス規制の枠組みと技術的課題の抽出

第２回（１２月）

・オフロード建設機械の排出ガス規制に関する技術的課題の検討

第３回（１月）

・オフロード建設機械の排出ガス規制のスキームのまとめ



資料Ⅰ－３

オフロード建設機械の排出ガス検討会

設置要領（案）

（会議の設置）

第１条 オフロード建設機械の排出ガス対策のあり方を整理するため、総合政策局長の私的懇

談会として「オフロード建設機械の排出ガス検討会 （以下「検討会」という ）を置」 。

く。

（検討会の所掌事務）

第２条 検討会はオフロード建設機械の排出ガス規制に関する技術的な課題について協議す

る。

（検討会の組織）

第３条 検討会は座長及び委員をもって組織する。

２ 座長は会務を総括する。

３ 委員は、別紙に掲げる者をもって組織する。

４ 座長は、必要があるときは、検討会に前項に掲げる者以外の者の出席を求めることがで

きる。

（公開又は非公開の決定）

第４条 検討会の会議の公開又は非公開の決定は、座長が第１回の検討会に諮って行うものと

する。

２ 検討会は、会議を公開することを決定したときは、会議の公開に関する規程を協議して

定めるものとする。

３ 検討会は、会議を公開しないことを決定したときは、その理由を明らかにするものとす

る。

（事務局）

第５条 検討会の事務局は、総合政策局建設施工企画課に置く。

２ 事務局は、検討会の運営に関する事務、その他の事務を処理する。

（雑則）

第６条 この要領に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。

（附則）

この規約は、平成１５年１１月１４日から施行する。



資料Ⅰ－４

オフロード建設機械の排出ガス検討会

会議の公開に関する規程（案）

（公開の方法等）

第１条 オフロード建設機械の排出ガス検討会（以下「検討会」という ）の会議の公開は，。

当該会議の傍聴を認めることにより行う。

２ 検討会は，公開する会議の会場に傍聴席を設けるよう努めるものとする。

（会議資料の提供）

第２条 検討会は，公開する会議において，傍聴者に会議資料を提供するものとする。

（議事録等の作成）

第３条 検討会は，会議終了後速やかに当該会議の議事録又は議事概要（以下「議事録等」と

いう ）を作成するものとする。ただし，議事録等には，発言者の氏名は明記しないも。

のとする。

（会議資料及び議事録等の公表）

第４条 検討会は，第２条に規定する会議資料及び公開された検討会の会議に係る議事録等を

公表するものとする。ただし，特段の理由があると座長が認めた場合は，その全部又は

一部を非公表とすることができる。

（雑則）

第５条 この規程に定めるもののほか，検討会の公開に関し必要な事項は，座長が検討会に諮

って定めるものとする。

（附則）

この規約は、平成１５年１１月１４日から施行する。



第１回第１回 オフロード建設機械の排出ガス検討会オフロード建設機械の排出ガス検討会
～検討資料～～検討資料～

平成１５年１１月１４日（金）
１５：００～１７：００

国土交通省（３号館）
４階 特別会議室

資料Ⅰ－５



１．背景１．背景

１－１



自動車等に占めるオフロード建設機械等の排出割合自動車等に占めるオフロード建設機械等の排出割合

■建設機械 → １８．８％

●未規制のＤ特殊自動車 → ２９．６％
▲未規制の特殊自動車（未規制Ｇ特車含む）

→ ３２．５％

■建設機械 → ９．６％

●未規制のＤ特殊自動車 → １５．０％

［ＮＯｘ］［ＮＯｘ］ ［ＰＭ］［ＰＭ］

平成12年度の車種別排出総量の推計（環境省推計）
中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次答申）」より

１－２



中央環境審議会の答申中央環境審議会の答申

■第七次答申（平成１５年７月２９日）

●軽油の超低硫黄化
・軽油中の硫黄分の許容限度を平成19年（2007年）から10ppmとする（現状50ppm）。
なお、平成17年（2005年）には燃料生産者の自主的な部分供給を期待。

■第七次答申（平成１５年７月２９日）

●軽油の超低硫黄化
・軽油中の硫黄分の許容限度を平成19年（2007年）から10ppmとする（現状50ppm）。
なお、平成17年（2005年）には燃料生産者の自主的な部分供給を期待。

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行

規制に比べ約２～５割低減する。
●その他

・公道を走行しない特殊自動車（いわゆるオフロード車）に対する排出ガス規制の導

入について今後検討する。
・ディーゼル特殊自動車について、平成２２年（2010年）頃にはＤＰＦ等の後処理装置

を前提とした大幅な規制強化を行うこととし、詳細は今後検討する。

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行

規制に比べ約２～５割低減する。
●その他

・公道を走行しない特殊自動車（いわゆるオフロード車）に対する排出ガス規制の導

入について今後検討する。
・ディーゼル特殊自動車について、平成２２年（2010年）頃にはＤＰＦ等の後処理装置

を前提とした大幅な規制強化を行うこととし、詳細は今後検討する。

「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」
（中央環境審議会 大気環境部会 （自動車排出ガス検討委員会））

１－３



オフロード車オフロード車 未規制未規制
（公道を走行しない建設機械）

オンロード車オンロード車 規制規制
（公道を走行する特殊自動車）（公道を走行する特殊自動車）

トラクタショベル
（ホイール型）

バックホウ
（クローラ型）

バックホウ
（ホイール型）

ブルドーザ ホイールクレーン
（ラフテレーンクレーン）

クローラクレーン

発動発電機

トラクタショベル
（クローラ型）

ロードローラ

フォークリフト 耕耘機

コンバイン

農耕用トラクタ

排出ガス対策型建設機械指定制度排出ガス対策型建設機械指定制度

道路運送車両法による排出ガス規制の導入道路運送車両法による排出ガス規制の導入

建設機械
産業機械

農業機械

注意！
特殊自動車

では無い

平成15年10月よりオンロード車に排出ガス規制（道路運送車両法）平成15年10月よりオンロード車に排出ガス規制（道路運送車両法）

オフロード車オフロード車 未規制未規制
（公道を走行しない産業機械・農業機械）

１－４



平成１５年１０月から首都圏八都県市で条例導入平成１５年１０月から首都圏八都県市で条例導入

●埼玉・千葉・東京・神奈川の全域で、
条例のＰＭ排出基準を満たさない
ディーゼル車の走行を禁止

→ 未適合車はＤＰＦを装着

●粒子状物質を増大させる燃料の使用禁止・販売禁止

重油や、軽油に重油を混和した燃料などを

１．自動車や建設作業機械などの燃料として使用することを禁止
［義務を負う者］ 運行責任者や

建設作業機械などを使用する事業者

２．建設作業機械などの燃料として販売することを禁止
［義務を負う者］ 建設作業機械等用燃料の販売者

●埼玉・千葉・東京・神奈川の全域で、
条例のＰＭ排出基準を満たさない
ディーゼル車の走行を禁止

→ 未適合車はＤＰＦを装着

●粒子状物質を増大させる燃料の使用禁止・販売禁止

重油や、軽油に重油を混和した燃料などを

１．自動車や建設作業機械などの燃料として使用することを禁止
［義務を負う者］ 運行責任者や

建設作業機械などを使用する事業者

２．建設作業機械などの燃料として販売することを禁止
［義務を負う者］ 建設作業機械等用燃料の販売者

１－５



平成１８年（２００６）よりオンロード規制強化平成１８年（２００６）よりオンロード規制強化

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行規

制に比べ約２～５割低減する。

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行規

制に比べ約２～５割低減する。

※表中の▲の数字は
我が国の平成１５年規制値
からの削減率を示す。

１－６



日本と欧米における建設機械の排出ガス規制（イメージ）日本と欧米における建設機械の排出ガス規制（イメージ）

ＥＵ

米国

日本

１５１４１３１２１１１００９０８０７０６０５０４０３西暦

●建設機械（第２次基準）

◆特殊自動車２００３規制

Ｔｉｅｒ ２ Ｔｉｅｒ ３ Ｔｉｅｒ ４

Ｓｔａｇｅ Ⅱ Ｓｔａｇｅ ⅢＡ Ｓｔａｇｅ ⅢＢ

◎オフロード機械規制？

◆特殊自動車２００６規制

◎オフロード機械２０１０規制？

◇特殊自動車２０１０規制？

１－７



２．現状２．現状

２－１



日本における排出ガス関連規制（現状）日本における排出ガス関連規制（現状）

道路運送車両法

自動車

ＮＯｘ･ＰＭ法

三大都市圏

における

ＮＯｘ

ＰＭ

移動発生源移動発生源固定発生源固定発生源

航空機

（現状）

船舶

（予定）

自動車

（現状）

粉じん

発生施設
・工場

・事業場

・破砕機

・堆積場 等

ばい煙

発生施設
・ボイラー

・金属精製

鋳造用

・溶解炉 等

航空法

航空法

国際民間

航空条約

ＨＣ

ＣＯ

ＮＯｘ

煤煙

取締

海洋汚染及び海
上災害の防止に

関する法律

（予定）

道路運送車両法

排出

ガス

担保

方法

海洋汚染及び海
上災害の防止に

関する法律
MARPOL条約

（海洋汚染

防止条約）

道路運送車両法

大気汚染

防止法

大気汚染

防止法

大気汚染

防止法

許容

限度

・

基準

ＮＯｘ

ＳＯｘ

ＮＯｘ

ＰＭ

ＨＣ

ＣＯ

黒煙

粉じん
・石綿

・鉄粉

・セメント粉

・石炭粉

等

ばい煙
・SOx
・NOx
・Cd
・Pb
・すす 等

規制

項目

２－２



建設機械等の排出ガス関係規制建設機械等の排出ガス関係規制

－－

建設機械に

関する

技術指針
※国交省直轄工事で使
用原則（実態：他の公共

事業でも準用）

－取締

－－

道路運送

車両法

－
※排出ガス対策型
建設機械指定制度

（一部の機種）

排出

ガス

担保

方法

－－
排出ガス

対策型

建設機械

指定制度

※試験データを道路運送
車両法で活用可能

道路運送

車両法

大気汚染

防止法

－
※排出ガス対策型
建設機械指定制度

（一部の機種）

許容

限度

・

基準

－－

ＮＯｘ

ＰＭ

ＨＣ

ＣＯ

黒煙

ＮＯｘ

ＰＭ

ＨＣ

ＣＯ

黒煙

－
規制

項目

Ｈ１５．１０～～Ｈ１５．９
産業機械農業機械建設機械

特殊自動車

オフロードオフロードオンロードオンロード

今後の取組 ： 平成18年までに何らかの対策が必要今後の取組 ： 平成18年までに何らかの対策が必要

■中央環境審議会
（大気環境部会：第６次答申）
・オンロード特殊自動車の次
期規制の強化（H18～）

・オフロード機械に対する規
制の導入を検討すること

２－３



国土交通省所有者・使用者建設機械メーカーエンジンメーカー

排出ガス対策型建設機械指定制度の流れ排出ガス対策型建設機械指定制度の流れ

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

所有

使用

ｴﾝｼﾞﾝ型式認定

機械型式指定

認定エンジンを搭載して
いるかどうかを確認

エンジンが排出ガス
基準に適合している
かどうかを判定

申請

直轄工事で
使用原則

グリーン購入法
調達品目

申請

認定

指定

契約

契約

ラベルを
確認

指定建設機械
にラベルを添付

認定エンジン
を搭載

２－４



普通自動車（少品種多量生産） 大型特殊自動車（多品種少量生産）

自動車（日本）の手続フロー自動車（日本）の手続フロー

エンジン製造

自動車製造

自動車販売

新規検査

所有

使用

装置型式指定

新規登録

・点検及び必要に応じ整備することにより、
保安基準に適合するように維持しなけれ
ばならない

（道路運送車両法）

・登録を受けたものでなければ運行の用に
供してはならない

一酸化炭素等発散防止装
置が保安基準に適合してい
るかどうか、均一性の確認

・登録を受けていない自動車の使用者は、
当該自動車を提示して、新規検査を受け
なければならない

※排出ガス規制に関連した主な規定のみを抜粋して模式的に示した
ものであり、安全対策を含めた全体の流れを示したものではない

エンジン製造

エンジン販売

自動車製造

自動車販売

新規検査

所有

使用

装置型式指定

新規登録

・点検及び必要に応じ整備することにより、
保安基準に適合するように維持しなけれ
ばならない

一酸化炭素等発散防止装
置が保安基準に適合してい
るかどうか、均一性の確認

※排出ガス規制に関連した主な規定のみを抜粋して模式的に示した
ものであり、安全対策を含めた全体の流れを示したものではない

（道路運送車両法）

自動車型式指定

・登録を受けたものでなければ運行の用に
供してはならない

・登録を受けていない自動車の使用者は、
当該自動車を提示して、新規検査を受け
なければならない

自動車の構造・装置・性
能が保安基準に適合し
ているかどうか判定

２－５



大型特殊自動車（オンロード） 建設機械（オフロード）

特殊自動車と建設機械の手続フロー特殊自動車と建設機械の手続フロー

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

所有

使用

ｴﾝｼﾞﾝ型式認定

・公共事業における排出 ガス対策型機械
の使用推進（グリーン購入法調達品目）

・直轄工事における排出ガス対策型建設機
械の使用原則化

（排出ガス対策型建設機械指定制度）

機械型式指定

型式認定されたエンジンを搭載しているかど
うかを確認することが目的

エンジンが排出ガス基
準に適合しているかど
うかの判定が目的

エンジン製造

エンジン販売

自動車製造

自動車販売

新規検査

所有

使用

装置型式指定

新規登録

・点検及び必要に応じ整備することにより、
保安基準に適合するように維持しなけれ
ばならない

（道路運送車両法）

一酸化炭素等発散防止装
置が保安基準に適合してい
るかどうか、均一性の確認

※排出ガス規制に関連した主な規定のみを抜粋して模式的に示した
ものであり、安全対策を含めた全体の流れを示したものではない

・登録を受けたものでなければ運行の用に
供してはならない

・登録を受けていない自動車の使用者は、
当該自動車を提示して、新規検査を受け
なければならない

２－６



安全

排出

ガス

担保

－－登録

排出

ガス

規制値

オフロードオンロードオフロードオンロード

建設機械等
自動車

建設機械等
自動車

米国（ＥＰＡ）日本

日米の自動車・機械の規制体系（現状）日米の自動車・機械の規制体系（現状）

EPAの規制
(Environmental Protection Agency)

NHTSAの規制
(National Highway Traffic
Safety Administration)

労働安全衛生法
（主要な機種）

労働安全衛生法
鉱山安全衛生法

道路運送車両法

排出ガス
対策型

建設機械
指定制度

大気汚染防止法
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オンロード機械（米国・ＥＰＡ） オフロード機械（米国・ＥＰＡ）

米国のオンロード・オフロードの手続フロー米国のオンロード・オフロードの手続フロー

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

所有

使用

・規制に適合しないエンジンの
製造の禁止

・見にくい位置へのエンジン規
制関連情報ラベルの貼り付
け禁止

適正なメンテナンス実施の責
務

適正燃料の使用

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

所有

使用

・規制に適合しないエンジンの
製造の禁止

・見にくい位置へのエンジン規
制関連情報ラベルの貼り付
け禁止

適正なメンテナンス実施の責
務

適正燃料の使用

新規登録
ＮＨＴＳＡの法律に基づく登録

（詳細は調査中）

※排出ガス規制について調査した範囲の情報を基に模式的に示し
たものであり、必ずしも完全な情報ではない

※排出ガス規制について調査した範囲の情報を基に模式的に示し
たものであり、必ずしも完全な情報ではない
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３．議論・検討項目３．議論・検討項目
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・工事における規制適合建設機械の使用促
進

・規制適合建設機械の普及促進策（融資制
度・税優遇等）

■工事発注者
・国
・地方公共団体
・公団等
・民間企業 等

・規制適合建設機械の購入

・規制適合建設機械の使用促進

・適正燃料の使用、適正な点検整備の実施

■ユーザー
・所有者
（建設業者、リース業者）
・使用者（建設業者） 等

・規制適合エンジンの技術開発

・規制適合エンジンを搭載した建設機械の
製造・販売・普及

■メーカー
・エンジン製造者
・建設機械製造・販売者

取り組むべき内容

排出ガス対策は一体的な取組み排出ガス対策は一体的な取組み

●オフロード建設機械の排出ガス対策は、メーカー・ユーザー・発注
者が、役割分担と連携を図りつつ、一体的な取り組みが必要
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今後の建設機械の排出ガスに関する前提今後の建設機械の排出ガスに関する前提

【前提】

■２００６年（H18） オンロード車の規制強化

■オンロード車の規制強化（2006）にあわせて、オフロード機械へ

の排出ガス規制の導入を検討

■（オンロード車用の）軽油中の硫黄分の許容限度を２００７（H19）
から１０ｐｐｍとする（現状５０ｐｐｍ）

■ディーゼル特殊自動車（オンロード車）について、２０１０年（H22）
頃には、ＤＰＦ等の後処理装置を前提とした大幅な規制強化を行
うこととし、詳細は今後検討

※環境省ＨＰ 中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」に関する
報道発表資料より抜粋 H15.6.30（第六次答申）／H15.7.29（第７次答申）
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ⅡⅡ．登録制度の是非．登録制度の是非

検討の視点検討の視点

ⅣⅣ．負担と支援．負担と支援

ⅢⅢ．使用過程機械の取扱い．使用過程機械の取扱い

ⅠⅠ．メーカー、ユーザー、発注者の役割．メーカー、ユーザー、発注者の役割
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Ⅰ．メーカー、ユーザー、発注者の役割Ⅰ．メーカー、ユーザー、発注者の役割

●排出ガス対策型建設機械指定制度排出ガス対策型建設機械指定制度（第１次基準・第２次基準）

・建設機械の排出ガス対策（エンジンの型式認定、建設機械の型式指定）

・公共事業での活用

●今後、取り組むべき視点と役割
・メーカー
・ユーザー それぞれの役割は？
・発注者

３－５



参考参考

【登録の一般的な目的】
●所有権についての公証（民事登録）

→ 自動車、船舶、航空機等
●使用実態の把握（行政登録）

→ 自動車

【建設機械の台数】
●主要建設機械の推定保有台数

Ｈ１３ 約１０８万台
●主要建設機械の購入台数

Ｈ１３ 約 ９万台（保有台数の約８％相当）
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４．今後の予定４．今後の予定
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検討スケジュール検討スケジュール

■第１回 （１１月１４日）
・オフロード建設機械の排出ガス対策の現状
・オフロード建設機械の排出ガス規制の枠組みと課
題の抽出

■第２回 （１２月）
・オフロード建設機械の排出ガス規制に関する課題
の検討

■第３回 （１月）
・オフロード建設機械の排出ガス規制のスキームの
まとめ
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